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ＩＴ利活用が中小企業にもたらすものは③ 

～中小卸売・小売・サービス業のＩＴ利活用～ 

 

視 点 

 ＩＴ化に伴い、わが国の流通･消費構造も大きな変化を遂げている。こうした状況の中で、こ

れらに携わる中小規模の卸売･小売･サービス業においても、取引相手の対応いかんでは、自ら

もＩＴ利活用によるビジネスモデルへの変革が急務となっているケースは少なくない。 

 一方、こうしたなかで、ＩＴ化による取引構造の変革をひとつのビジネスチャンスと捉え、

的確なＩＴ利活用を進めることによって、新たな価値を創造しながら、将来の事業基盤を固め

ている中小規模の卸売･小売･サービス業者も全国各地で見受けられる。 

 そこで本稿では、全国各地の事例も紹介しながら、ＩＴ利活用がこれらの中小規模の卸売･小

売･サービス業にもたらす効果などについて考察していきたい。 

 

要 旨 

 中小規模の卸売･小売・サービス業における事業環境は、情報通信技術の高度化に伴う電子

商取引（ＥＣ）が著しい普及拡大を見せている。 

 拡大するＥＣ市場において、特に著しく市場拡大しているのが、スマートフォンなどのモ

バイル機器を利用したモバイルコマース市場である。 

 中小企業では業種により、ＩＴ導入への取組み姿勢に温度差がある。現場に合わせたＩＴ

ツールと、そのもたらす効果を理解することが求められる。 

 中小規模の卸売･小売･サービス業にとって、自社の強みを把握し、ホームページ、ＳＮＳ、

ブログ、カタログそれぞれのツールを組み合せ、新たな商品･サービスを創造して環境変化

に対応していく、すなわち「オムニチャネル戦略」が、今後、ますます重要となる。 

 

 

  キーワード： 

    インターネット ＥＣ（ｅコマース） モバイルコマース（ＭＣ） 
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１．ＩＴ利活用で広がる商取引拡大への期待 

（１）拡大が続くＥＣ市場 

 近年、卸売･小売･サービス業を取り

巻く事業環境は、インターネットなど

情報通信ネットワークを利用して商取

引を行う電子商取引（ＥＣ、エレクト

ロニック・コマースあるいはｅコマー

ス、以下「ＥＣ」という。）の普及拡

大によって、著しい変化を遂げている。

特に、企業間での電子商取引である「Ｂ 

to Ｂ（Business to Business）」だけ

でなく（図表１）、ネットショッピン

グに代表される、一般の消費者を対象

とした電子商取引である「Ｂ to Ｃ

（Business to Consumer）」が急速に

拡大している（図表２）。 

 このＥＣ市場拡大の背景として、イ

ンターネット普及率の上昇やスマート

フォンやタブレット端末の普及といっ

た通信インフラの改善に加え、増加す

る高齢者を含む単独世帯や共働き世帯

の利用率が高まっていることが挙げら

れる。 

 

目次 

１．ＩＴ利活用で広がる商取引拡大への期待 

（１）拡大が続くＥＣ市場 

（２）台頭が著しいモバイルコマース市場 

２.中小企業のＩＴ利活用 

（１）卸売業ではインターネット、小売業とサービス業ではＳＮＳの利用が先行 

（２）多様なＩＴツールの使い分けや組み合わせが重要なポイントに 

３．全国各地で活躍する中小ＩＴ企業の経営事例 

（１）ホームページとＳＮＳの連携：有限会社黒田養蜂園（栃木県鹿沼市） 

（２）ホームページ検索対策：月岡青果株式会社（東京都目黒区） 

（３）アニメーション作品とＩＴのミックス：山音・湯涌温泉観光協会（石川県金沢市） 

（４）商店街によるＩＴツールの活用：経堂農大通り商店街(振)（東京都世田谷区） 

４．ＩＴ利活用が卸売・小売・サービス業にもたらすものは 

おわりに 

 

(図表１）ＢtoＢ市場規模とＥＣ化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(図表２)ＢtoＣ市場規模とＥＣ化率の推移 
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（備考） 

1．経済産業省「平成 25 年度我が国経済社会の情報化･サービス化に

係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」をもとに信金中

央金庫 地域・中小企業研究所作成 

2．ＥＣ化率とは、全ての商取引における、ＥＣによる取引の割合（図

表２も同じ）。 
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（２）台頭が著しいモバイルコマース市場 

 ＥＣ市場の拡大を後押ししているのがモバイルコマース（以下、「ＭＣ」という。）

である。ＭＣとは、スマートフォンやタブレット端末などの移動体（モバイル）機器を

利用した電子商取引のことである。 

 このＭＣ市場の規模は、スマートフォンやタブレット端末の普及とともに急速に拡大

し、12 年には１兆 4,997 億円と、前年比 28.0％の増加となった（図表３）。ＭＣ市場

拡大のきっかけは、ＮＴＴドコモが、99 年に、iモードサービスのなかで、課金サービ

スとして着信メロディや待ち受け画像などのダウンロード･サービスを開始したことと

いわれている。その後、楽天やアマゾン（Amazon）など大手ＥＣ事業者が本格的に事業

展開している。 

 通信インフラの進歩を背景に、「国内外を問わず」、「誰もが」、「いつでも」、「好

きなものを」、「どこにいても」買い物をできるＩＴ環境が、ＭＣ市場の急速な拡大に

貢献した。今後のＭＣ市場のさらなる拡大は、地方の過疎化や高齢化等の社会問題をも

解決していく可能性を秘めているものといえよう。 

  

２． 中小企業のＩＴ利活用 

（１）卸売業ではインターネット、小売業とサービス業ではＳＮＳの利用が先行 

 信金中央金庫 地域･中小企業研究所が実施した「全国中小企業景気動向調査」の 2014

年４～６月特別調査のうち、中小企業における事業上のインターネットおよびソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス1（以下、「ＳＮＳ」という。）の利用状況をみると（図

表４）、卸売業ではインターネットが、小売業とサービス業ではＳＮＳが比較的利用さ

れている。卸売業のなかでも、機械器具卸売業や建築材料卸売業でインターネットが比

較的利用されており、小売業やサービス業では、自動車･自転車小売業、家庭用機械･電

気機械器具小売業、旅館･その他の宿泊所、情報サービス･調査･広告業で、業種平均を 

                         
1 インターネット上の交流を通して、人と人とのつながりを促進･サポートするコミュニティ型のウェブサイト 

（図表３）モバイルコマース（ＭＣ）市場規模と情報通信機器の世帯保有状況の推移 
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もとに信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 
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上回るＳＮＳ利用率となった。 

 小売･サービス業で活用されるＳＮＳのなかで、フェイスブックの利用が比較的進ん

でいる。フェイスブックとは、米 Facebook 社が提供する、アクティブユーザー数が全

世界で 10 億人を超える世界最大のＳＮＳである。

その特徴は、実名登録したユーザーがインターネ

ット上でつながり、現実（リアル）だけでなく仮

想（バーチャル）でも交流できる点である。 

 企業でのフェイスブックの活用を例示すると

（図表５）、ある企業の発信した情報にＡさんが

共感しフェイスブックページの中の「いいね！」

ボタンをクリックすると、Ａさんがつながってい

る「友達」にその企業情報が一斉に発信される。

このＡさんの押した「いいね！」に共感したＡさ

んの友達のＢさんがその企業情報に「いいね！」

を押すと、さらにＢさんの友達にもその企業情報

が“拡散”されていく。 

（図表４）中小企業のインターネットおよびＳＮＳの利活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（備考）信金中央金庫「全国中小企業景気動向調査（2014 年７～９月期特別調査）」をもとに信金中央金庫 地域･中小企業研

究所作成 

（図表５）フェイスブック拡散イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

Ａさんの「友達」

発

信

フェイスブック による

企業情報の発信

Aさん

Ｂさん

拡

散

ＤさんＣさん

拡

散

いいね！

いいね！

販売・受注・
見積もり受託等

メールマガジン
による宣伝広告

自社ＨＰによる
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卸売業 73.6 50.1 1.3 18.7 8.7 6.1 0.5 1.3 0.1 0.7

小売業 59.6 33.3 3.0 18.9 12.1 9.1 1.1 1.4 0.1 0.5

サービス業 70.8 34.6 5.0 34.3 16.6 13.0 1.3 1.9 0.1 0.3

建設業 77.5 51.0 0.8 24.0 8.9 5.8 0.7 1.9 0.0 0.6
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 この“口コミ”に似たフェイスブック独特の情報伝達の仕組みの手軽さから、中小企

業では、ＰＲ効果の高い情報発信の有効なツールであるとの認識が着実に広まっている。

なお、中小企業がフェイスブックを利活用するメリットとして、①初期投資が不要であ

る、②“拡散”によってターゲットを絞った口コミ的な広告効果が見込める、③フェイ

スブックに登録していない人でも閲覧可能なページがある、④ユーザーが日々投稿した

内容もグーグル（Google）やヤフー（Yahoo!）などの検索エンジンの対象になるなどが

挙げられる。 

 

（２）多様なＩＴツールの使い分けや組み合わせが重要なポイントに 

 ホームページやＳＮＳ

を活用した情報発信では、

各ツールの特長を使い分

け、それぞれを組み合わ

せることで相乗効果を指

向していくことが肝要で

ある（図表６）。 

 ホームページは、グー

グルやヤフーなどの検索

エンジンから、ユーザー

が興味関心のあるキーワ

ードで自ら検索しアクセ

スする“プル型”である。ユーザーのニーズに合った対応をできれば、新規顧客･潜在

顧客の獲得につなげることができる。 

 ＳＮＳは、上記（１）のとおり、情報の拡散性に優れているため、キャンペーンやク

ーポンなどのタイムリーな情報発信、既存顧客のフォロー、潜在顧客の掘り起こしなど

に効果的である。また、自社やユーザーによる写真の投稿などを通じ、新たなユーザー

の“共感”を誘い込み、ユーザーの間でのつながりをさらに強めることもできる。 

 ブログは、ＳＮＳの側面と、“プル型”というホームページの側面を併せ持つ。いわ

ゆる、ＳＮＳの拡散性とホームページの情報発信力を合わせた“伝える＋つながる”ツ

ールといえる。 

 卸売･小売･サービス業では、それぞれのツールの良し悪しを正確に理解し、使い分け

や組み合わせを工夫しながら、最終顧客との接点の拡大や取引深耕を図っていくことが

重要であろう。 

  

 

 

（図表 6）ホームページ、ＳＮＳ、ブログの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（備考)信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

ホームページ
ＳＮＳ

（Facebookなど）
ブログ

情報発信者 企業 企業・ユーザー 企業・ユーザー

発信スタイル プル型（受動型） プッシュ型（能動型） プル型（受動型）

情報発信形式 一方方向型 共有･拡散型 共有･拡散型

ターゲット 興味関心のある顧客 既存･潜在顧客 既存･潜在顧客

アクセス経路 検索エンジン 検索エンジン＋“口コミ” 検索エンジン＋“口コミ”

期待する効果 問合せ・売上向上 認知度・信頼度向上 認知度･信頼度向上

役割
会社概要や製品などの更新

頻度の低い情報
キャンペーンなどの
タイムリーな情報

ホームページより深く、
魅力的な情報や舞台裏

係わり “伝える” “つながる” “伝える＋つながる”
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３．全国各地で活躍する中小ＩＴ企業の経営事例 

 本章では、ホームページやＳＮＳの活用、ＩＴ企業との連携などに取り組む、全国各

地における中小規模の卸売･小売･サービス業のＩＴ利活用事例を紹介する。 

 

（１）ホームページとＳＮＳの連携：有限会社黒田養蜂園（栃木県鹿沼市） 

イ.当社の概要 

 当社は、1920 年の創業以来、栃木県鹿沼市で３代

続く養蜂業者である（図表７）。栃木県を中心に約

20 の蜂場において、ピーク時で約 700 万匹のミツバ

チを育て、天然はちみつを自家採集している。無添

加・無精製、非加熱、非濃縮の「ホンモノ」のはち

みつ作りにこだわり、本社併設の直売店では生ロー

ヤルゼリー、プロポリス、はちのこ、プロハーブ化

粧品などの関連商品も販売している（図表８）。さ

らに、2013 年にオープンしたカフェ「Ｈｏｎｅｙ 

Ｂ」では、はちみつを使用した自家製ジェラートが、

ネット上での“拡散”で人気メニューとなっている。 

 

ロ．ＩＴ利活用・導入状況 

 当社は、創業以来 100 年近く地域に根

差した養蜂業を営んできたが、当社の天

然はちみつを直接買い求める近隣住民が

多かったことから、誰もが気軽に来店し、

一人ひとりに合ったはちみつが提供でき

る場所として、2004 年に直売店を開設し

た。2006 年以降、ホームページ開設の効

果もあって、近隣住民のみならず、栃木

県全域や県外からも多くの来店がある。

こうしたなか、“４代目”と目される現･

専務取締役の黒田和宏氏は、事業多角化として、天然はちみつを使用したカフェの開設

と宣伝媒体としてのフェイスブックの導入に取り組んだ。『フェイスブックは、会社名

だけでなく、団体名、商品名などでも登録ができ、情報の“拡散”が早く、ほとんどお

カネのかからない割にはターゲットを絞り込んだ広告が容易にできる。（黒田専務）』

という点に着目した。とりわけ、おしゃれな店内や商品の写真は、視覚にアピールでき、

ホームページとの相乗効果で、直売店やカフェへの集客にもつながっている。 

 

（図表 7）有限会社黒田養蜂園 

  

 業　　　　　種 養蜂業

所　　在　　地 栃木県鹿沼市

当社の概要
社　　　　　名 有限会社黒田養蜂園
代　　　　　表 黒田　雄一

設　　　　　立 1994年
従　業　員　数 3名
資　　本　　金 3,000千円

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

（図表８）㈲黒田養蜂園 販売商品 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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ハ.将来の展望 

 当社は、あたかも海外にいる雰囲気を味わえるはちみつの“テーマパーク”を目指す

ことで、はちみつの魅力をインターネットやフェイスブックで発信していきたいと考え

ている。今後も「鹿沼市に来たら寄らなくてはいけない、寄りたい」と言ってもらえる

笑顔溢れる観光スポットを目指し、「はちみつのある生活」を提案していく意向である。 

 

（２）ホームページ検索対策：月岡青果株式会社（東京都目黒区） 

イ.会社の概要 

 当社は、「安心・安全・高品質」にこだわった、

新鮮野菜・果物・乾物を、毎晩、大田市場や築地市

場より仕入れ、翌朝に都内ホテルやレストランに業

務用の食材として配送する青果卸売業者（図表９）

である。 

 顧客の品質・価格に対するニーズが多様化してい

く中で、青果店時代から仕入取引のある全国各地の

農家との付き合いも大切にしつつ、低価格路線とは

一線を画し、あくまで「安心・安全・高品質」の信

念にこだわり、これを貫き通している（図表 10）。 

 

ロ.ＩＴ利活用・導入状況 

当社は、現社長の祖父が 1931 年に開業し

た青果店が発祥で、以後、まちの青果店とし

て地域に根差した商売を続けてきた。しかし、

時代の流れとともに売行きは伸び悩み、80

年代後半に、ホテルやレストランなどの外食

産業向けの青果卸売業に業態転換すること

を決断し、これを実行して現在に至っている。 

ただ、現在の主要顧客である外食産業は、

景気変動や時代背景の変化の影響を受けや

すい。これらに起因した業績不振を打開すべ

く、当社では、2013 年末より、東京商工会議所から紹介されたコンサルタントの指導の

もと、“会社の顔”と言えるホームページの活用促進を念頭に、①既存のホームページ

を全面刷新しつつ、②これとは別に売上拡大に結びつけることを主眼にしたもうひとつ

のホームページを作成し、③２つのホームページを相互にリンクさせてそれぞれのホー

ムページを参照できるシステムを構築した。また、「東京」、「青果」、「卸し」など

でキーワード検索した場合、当社が検索結果の上位に表示されるための対策（ＳＥＯ対

（図表９）月岡青果株式会社 

 

年　　　　　商 約1.3億円
業　　　　　種 青果卸売業

設　　　　　立 1958年1月
従　業　員　数 4名

当社の概要
社　　　　　名 月岡青果株式会社
代　　　　　表 月岡　剛
所　　在　　地 東京都目黒区

 
 （備考）月岡青果㈱ＨＰより引用 

（図表 10）月岡青果㈱ 倉庫 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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策2）を積極的に講じた。検索キーワードは、「Google 検索エンジン最適化スターター

ガイド」を参考に、外食業者やシェフが検索することを想像しながら選定した。その結

果、ホームページ刷新直後から「東京で新たに開業する予定のホテルに九州産野菜の納

品は可能か」などの話がコンスタントに入ってくるようになった。ちなみに、この時の

検索キーワードは「東京・青果・卸し」で、検索対策が功を奏したことを実感すること

ができた。現在でも月間に 10 件以上の引き合い等があり、「安心・安全・高品質」と

いうコンセプトと合致する先を中心に顧客基盤の“質的向上”につなげている。 

 

ハ.将来の展望 

当社は、今後も良質な食材にこだわりながら、これまで以上に顧客（シェフなど）の

ニーズに合わせた対応をしていく。また、ＩＴ利活用の面では、ユーチューブ（YouTube）

による動画配信も組み合わせながら、ＳＥＯ対策にさらに注力していく意向である。 

 

（３）アニメーション作品とＩＴのミックス： 山音
やま ね

・湯涌温泉観光協会（石川県金沢市） 

イ.当館の概要 

 山音は、1941 年の創業以来、「金沢の奥座敷」と

言われる石川県金沢市の湯涌温泉街にて、脚色せず、

ありのままの雰囲気を利用者に味わってもらえるよ

う取り組んでいる老舗旅館である（図表 11）。湯涌

温泉街では、東洋一とまでいわれた「白雲楼ホテル」

の廃業（1999 年）など厳しい環境変化に見舞われて

きた時期もあったが、当館ではこうした危機も乗り

越えつつ、変わらぬたたずまいで湯涌の四季折々の

味を提供し続けている。なお、湯涌温泉街は、近年、

アニメーション作品「花咲くいろは」のモデルとし

て脚光を浴びつつあるが、当館では水面下で中心と

なってこれを支えてきた経緯もあり、温泉街全体の

活性化に多大なる貢献を果たしている。 

 

ロ.ＩＴ利活用･導入状況 

 当館では、2010 年ごろより、旅館コンサルタントの指導の下、本格的にインターネッ

トを活用した集客活動を始めている。従来のホームページを改良し、同業者のネット集

客ノウハウ（ホームページ上の写真掲載方法や写真の選定、料金プランの改定など）を

                         
2 ＳＥＯは、Search Engine Optimization の略。ＳＥＯ対策とは、検索エンジン（インターネットで公開されている情報をキーワ

ードなどを使って検索できるＷＥＢサイトのこと）の検索結果のページの表示順の上位に自らのＷｅｂサイトが表示されるように

工夫すること 

（図表 11）金沢・湯涌「山音」 

 

 
年　　　　　商 約8,000万円
業　　　　　種 旅館業

設　　　　　立 1941年
従　業　員　数 10名

旅　　館　　名 山音
代　　　　　表 吉田　康晴
所　　在　　地 石川県金沢市

当館の概要

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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蓄積した独自のホームページを作成し、「じゃ

らんネット」や「楽天トラベル」など既存の旅

行サイトも活用しながら、着実に効果を発揮し

つつある（図表 12）。 

 一方、ホームページ改良と同時に、富山県南

砺市のアニメーション作品企画制作企業の知

人から、「湯涌温泉街を舞台としたアニメーシ

ョン作品の制作を仕掛けたいと考えているの

だが、協力してもらえるか」との打診を受けた。

当館では、温泉街の中核を担う旅館としてこれ

を内諾し、湯涌温泉観光協会や地元の有力企業、行

政（金沢市）などと連携してアニメーション作品の

制作に水面下で協力してきた。 

 2011 年４月には、石川県にあるとされる架空の温

泉街「湯乃
ゆ の

鷺
さぎ

温泉街」（湯涌温泉街をモデルとした

もの）を舞台としたアニメーション作品「花咲くい

ろは」がスタートしたことを機に、湯涌温泉街の若

手を中心メンバーとして組成した「花いろ旅館組

合」を中核に、バーチャルとリアルをミックスさせ

た戦略を本格化させている。例えば、アニメーショ

ン上の架空の神事「ぼんぼり祭り」を湯涌観光協会

主催の「湯涌ぼんぼり祭り」としてリアルで再現し

た（図表 13）。本年で４回目を迎えた「湯涌ぼんぼ

り祭り」は、１日でアニメファンなど約２万人を集客する一大イベントとして定着しつ

つある。 

 また、実地（湯涌温泉街および近隣の鉄道沿線）とスマートフォンのアプリを連動さ

せた「花いろ旅あるき」など、ＩＴツールを活用して来街客を広域で回遊させる仕掛け

も展開し、一定の成果をあげている。当館が、こうした温泉街とアニメをミックスさせ

た取組みの前面に出ることはないものの、吉田支配人は“影のキーマン”として湯涌温

泉街の来街者増に大きく貢献している。 

 

ハ.将来の展望 

 吉田支配人は、今後も“湯涌温泉街×アニメーション×ＩＴ”の組み合わせで、当旅

館と湯涌温泉街の持つ魅力を発信し、インターネットによる“情報拡散”の効果を巧み

に演出しながら、新たな価値を創出していくことに注力していく意向である。 

 

（図表 12）囲炉裏ダイニング 

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

 

（図表 13）湯涌ぼんぼり祭りパンフレット 

 
（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 
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（４）商店街によるＩＴツールの活用：経堂農大通り商店街(振)（東京都世田谷区） 

イ.当商店街の概要 

 経堂農大通り商店街は、小田急線経堂駅南口か

ら東京農業大学のキャンパスに向かう通りに位置

し、商店数 200 店舗以上、１日あたり約２万 3,000

人が通行する、世田谷区内でも有数の商店街であ

る（図表 14）。 

 2000 年に経堂駅付近の線路が高架化され、人々

の往来が一段とスムーズとなったことも追い風と

なり、活気に溢れた「ハートフル」な街となった。 

 毎年夏場には「経堂まつり」が開催され、２日

間で６万人もの来場者が訪れる、当商店街のシン

ボル的なイベントとなっている。 

  

ロ.ＩＴ利活用・導入状況 

 当商店街振興組合では、かねてより「商店街情報

をいかに低価格でランニングコストをかけずに、消

費者に向けて情報発信するか」を模索してきた3。こ

うしたなか、㈱アプリックス（図表 15）の開発、提

供する位置情報発信装置 Beacon（ビーコン）と訪日

外国人対応アプリ「hubea
ヒュービー

®」を知り、当組合のニー

ズである「低イニシャルコスト・低ランニングコス

ト・多言語対応」に合致したことから、これらを活

用した新たな商店街情報の発信に取り組んでいる。

なお、各商店がビーコンを設置する費用は当商店街

振興組合が負担し、また本取組みにあわせてホーム

ページもスマートフォン対応とした。 

 アプリックスのビーコンでは、Bluetooth Low Energy4を使った近距離通信技術を用い

ている。40 か国語5への自動翻訳に対応した専用アプリ「hubea®」をダウンロードした

スマートフォンがビーコン設置場所に近づくと、ビーコンの発する電波を受けて

「hubea®」が連動し、商店街や設置店舗の情報6が手元のスマートフォンに通知7される

                         
3 14 年に入り、表示灯（株）の提供するデジタルサイネージを導入したり、商店街マップを２万冊作成する等活発な取組みを行っ

ている。 
4 近距離無線通信技術 Bluetooth の拡張仕様の一つで、極低電力で通信が可能なもの 
5 ｉＯＳ（iPhone や iPod などに搭載される組込ＯＳ）8.0 での対応言語数 
6 商店街や商店のホームページは、スマートフォン対応をしていることが前提となる。なお、当商店街および各商店のホームペー

ジは既にスマートフォン対応となっている。 
7 システム側が外部のサーバーと連携して能動的に情報を取得してユーザーに通知するプッシュ通知方式 

（図表 14）経堂農大通り商店街 

当商店街振興組合の概要
名　　　　　称 経堂農大通り商店街振興組合
理　　事　　長 川村　昌敏
所　　在　　地 東京都世田谷区経堂

（備考）信金中央金庫 地域･中小企業研究所撮影 

 

（図表 15）㈱アプリックス 

当社の概要
社　　　　　名 株式会社アプリックス
代　　　　　表 郡山　龍

業　　　　　種 ソフトウェア開発業

所　　在　　地 東京都新宿区
設　　　　　立 1986年2月
従　業　員　数 185名

（備考）㈱アプリックスＨＰより引用 
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（図表 16）。 

 2014 年 10 月に経堂農大通り

商店街でビーコンを導入して以

降、ホームページ自体のページ

ビュー数（アクセス数）、セッ

ション数（訪問数）はともに増

加傾向であり、今後に期待を寄

せている。 

  

ハ.将来の展望 

 当初、９店舗にて試験的に導

入したビーコンは、商店主の間

でビーコンに対する理解が広が

ったことから、60 店舗にまで導

入が拡大している。今後も、当

組合の役員を中心に周知を図り、

80 店舗以上への導入を目指している(図表 17）。 

 また、アプリックスのビーコンを活用した仕組

みは、利用者が専用アプリ「hubea®」をダウンロ

ードすることを前提にしているため、周辺に居住

する外国人を含め、いかに「hubea®」をＰＲして

いくかが今後の優先課題の一つである。当商店街

振興組合では、「hubea®」のダウンロード方法を

記載したチラシを、５か国語で 1,500 部作成し、

商店街内の飲食店の店頭等に設置している。引き

続き、より効果的なＰＲを模索していく。 

 さらに今後、当商店街振興組合と各商店がツイ

ッター（Twitter）投稿を増やすことで、当商店街

ホームページへのアクセス数を増やすなど、ホー

ムページ、ツイッター、ビーコンを連携させた

「Ｏ２Ｏ
オーツーオー

戦略8」を実施していく方針である。 

 

４. ＩＴ利活用が卸売・小売・サービス業にもたらすものは 

 顧客は、電話やパソコンのみならず、代表的なモバイル端末であるスマートフォンや

                         
8 ネット上（オンライン）から、ネット外の実地（オフライン）での行動へと促す施策や、オンラインでの情報接触行動をもって

オフラインでの購買行動に影響を与えるような戦略 

（図表 16）経堂農大通り商店街で採用されたアプリックス社の Beacon および 

サービスイメージ図 

 

 
（備考）アプリックス IP ホールディングス㈱発表のプレスリリースをもとに、 

    信金中央金庫 地域･中小企業研究所作成 

（図表 17）経堂農大通り商店街に設置された 

      アプリックスの Beacon 

 
（備考）アプリックス IR ホールディングス㈱提供 
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タブレット端末を使って情報を仕

入れ、最適なアクセス手段で商品･

サービスを購入する（図表 18）。

したがって、卸売･小売･サービス

業では、こうした顧客の購買行動

の変化に対応することが求められ

る。 

 このなかで、２（２）で触れた

ホームページ、ＳＮＳ、ブログな

どのＩＴツールの積極的な活用が

ますます重要となっていくだろう。

とりわけ、経営資源の限られてい

る中小規模の卸売･小売･サービス

業では、より効果的な宣伝が必須

である。そのため、㈲黒田養蜂園

のように、ＳＮＳを効果的に活用

して、既存顧客･潜在顧客へ向けた

情報を発信し、手軽に自社商品のＰＲと集客につなげていくことが肝要だろう。 

 また、月岡青果㈱のように、商工会議所など外部専門機関の支援の下、ホームページ

を充実させたり検索エンジン上位表示対策をし、成果を上げた事例もある。必要に応じ

て外部専門機関と連携しＩＴのノウハウを得ることで、顧客が求めている情報に的確に

応えるとともに、潜在的な顧客の確保につなげていくことも重要だろう。 

 さらに、金沢･湯涌 山音 のように、ＩＴとアニメを組み合わせたり地域間を結ぶこ

とで新たな価値を創造し、顧客の潜在的な関心を喚起することも有効である。新しい時

代にふさわしい中小企業ならではのＩＴ利活用のあり方といえよう。 

 そのほか、経堂農大通り商店街の事例のとおり、地域コミュニティとＩＴ企業が連携

し、地元活性化につなげる動きもある。アベノミクスにおいて「地域創生」の実現が最

優先課題となり、地域コミュニティに情報発信力が求められるなか、こうした「ＩＴ×

地域」で相乗効果を生みだす取組みは注目に値するだろう。 

 中小規模の卸売･小売･サービス業にとって、自社の強みを把握し、ホームページ、Ｓ

ＮＳ、ブログそれぞれのツールを組み合せ、新たな商品･サービスを創造して環境変化

に対応していくこと、すなわち「オムニチャネル戦略」が、今後、ますます重要になっ

ていくだろう。 

 

おわりに 

 中小規模の卸売･小売･サービス業にとって、ＩＴツールは、単なる売上増加や収益向

（図表 18）顧客の購買行動 

オムニチャネル
・スマートフォン ・ＳＮＳ ・テレビ

・実店舗 ・ホームページ ・カタログ

・デジタルサイネージ ・コールセンター

通信販売 店頭販売

EC市場

ＰＣ

ＭＣ

スーパー

市場

百貨店

市場

コンビニ

市場

専門店

カタログ

販売

テレビ

通販

新聞広告

他

 
（備考)信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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上あるいは在庫管理のみならず、サービス価値の創造、販売・サービス機会の拡大など

多岐にわたった活用方法を検討できる手段である。中小企業の専門金融機関を自負する

信用金庫は、取引先の中小企業に対して、ＩＴ利活用に踏み出す「きっかけ」づくりを

手伝うことが求められよう。これが、取引先の事業拡大につながり、ひいては地元経済

の活性化に結びつき、信用金庫の使命である“地域・中小企業との共存共栄”を実現す

る一つの方策になるのではないだろうか。 

                                 以  上 

                      （清塚 裕瑛、藁品 和寿、鉢嶺 実） 
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子商取引に関する市場調査）」（2014 年 8 月） 
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・総務省「モバイルコンテンツの産業構造実態に関する調査結果（2012 年）」（2013 年 7 月） 

・総務省「平成 25 年（2013 年）通信利用動向調査」（2014 年 6 月） 

・高橋暁子 イイヅカアキラ「図解 一目でわかるＩＴプラットフォーム」（2012.12） 
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 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。また当研究所が信頼できると考える情報

源から得た各種データなどに基づいてこのレポートは作成されておりますが、その情報の正確性および完全性

について当研究所が保証するものではありません。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 

（2014 年 11 月末現在） 

 

○レポート等の発行状況（2014 年 11 月実績） 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

14.11.4 内外金利・為替見通し 26-8 景気の下振れ、物価上昇率の鈍化で、日銀は追加金融緩和を実

施 

14.11.6 ニュース＆トピックス 26-44 2014 年９月末までの信用金庫の預金動向 

中小企業からの一般法人預金が高い伸び 

14.11.6 ニュース＆トピックス 26-45 2014 年９月末までの信用金庫の貸出金動向 

企業向け設備資金の伸びから増勢が続く 

14.11.21 経済見通し 26-3 実質成長率は、14 年度▲0.5％、15 年度 1.6％と予測  

－企業の投資意欲は底堅く、景気は再び回復基調に－ 

14.11.26 内外経済・金融動向 26-3 都道府県の経済構造からみた資金流出入 

－人口減少・超高齢化によって地方から資金が流出するのかを

検討－ 

14.11.28 産業企業情報 26-6 中小企業における「成長戦略」への期待について 

－第 157 回全国中小企業景気動向調査（特別調査）にかかる詳

細なデータ分析より－ 

 

○講演等の実施状況（2014 年 11 月実績） 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

14.11.4 協同組織金融機関である信用金庫の役割 金沢星稜大学 金沢信用金庫 藁品和寿 

14.11.6 信用金庫の視点でひも解く 2014 年版中小企業

白書 

群馬県信用金庫協会 鉢嶺実 

14.11.7 地域密着型金融のあり方について－実効性あ

る中小企業の経営支援に重要なことは－ 

かながわ信用金庫 藤津勝一 

14.11.8 最近の金融市場・当面の経済動向について 磐田信用金庫 斎藤大紀 

14.11.10 「第二の創業」に挑む！若手経営者の成功事例 蒲郡信用金庫 鉢嶺実 

14.11.13 変化に挑む！中小企業の熱き経営者たち 鹿児島信用金庫 鉢嶺実 

14.11.18 環境変化に挑む！中小企業の経営事例 金沢信用金庫 鉢嶺実 

14.11.18 今後 3か年の経済・金利見通し 平塚信用金庫 斎藤大紀 

14.11.19 独自性で対顧客価値を創造する中小企業 中栄信用金庫 藤津勝一 

14.11.20 「第二の創業」に挑む！若手経営者の成功事例 しののめ信用金庫（藤岡営業部） 鉢嶺実 

14.11.21 観光振興による地域活性化について テレビ神奈川 藤野次雄 

松崎英一 

14.11.26 環境変化に挑む！中小企業の経営事例 越前信用金庫 大野商工会議所 鉢嶺実 

14.11.28 信用金庫取引先にみる全国の景気動向につい

て－全国中小企業景気動向調査より－ 

川崎市産業振興財団 鉢嶺実 

14.11.28 近未来の信用金庫経営について 岩手県信用金庫協会 刀禰和之 

 

○統計データの公表、レポート等の発刊予定（公表日等は変更となることがあります。） 
14.12.1 内外金利・為替見通し（月刊）＜26-9＞ 

14.12.15 全国信用金庫預金・貸出金（2014 年 11 月末） 

14.12.18 金融調査情報＜26-4＞「目利き融資を展開する攻めのＡＢＬ（その１）」 

14.12.25         全国中小企業景気動向調査（2014 年 10-12 月期実績：速報版） 

14.12.30 全国信用金庫主要勘定（2014 年 11 月末） 

15.1.5  内外金利・為替見通し（月刊）＜26-10＞ 

 
＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL 03-5202-7671（ダイヤルイン）       FAX 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL http://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

http://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 


